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Ⅰ 会館管理運営事業 

会館管理運営事業の概要 
 平成２１年度においては、「都市東京事務所等への事務室賃貸」、「会議室・宿泊・

飲食施設の管理運営（株式会社東京ロイヤルホテルに運営委託）」等の事業を執行

した。 
 会館の貸室は、市東京事務所など３３団体に賃貸しており、貸室収入は１億  

８,３３９万円余となった。 
 また、平成２１年度における会議室の室料稼働率は年間平均６１.１％、宿泊の

稼働率は年間平均７１.２％で、利用者は延９万８千人余（市政人は延１万３千人

余）、また、飲食施設の利用者は延１７万１千人余となった。 
 これらの施設の収入２７億４,１３８万円余に、貸室と駐車場等の収入２億  

１５０万円余を合わせた平成２１年度の会館収入は、２９億４,２８９万円余とな

った。 
都市情報事業については、都市職員を対象とした「都市経営セミナー」・「都市

防災推進セミナー」の実施をはじめ、大画面テレビによる市勢紹介、情報開示の

一環としてホームページの整備などを行った。 
 なお、都市情報研修事業費支出は、４７５万円余である。 
 

会館の管理運営事業 

１）貸室 

 会館の貸室は次の３３団体に賃貸し、貸室収入は１８３,３９６千円となった。 
階別団体一覧は次表のとおりである。 
 
階別団体一覧 

９階 
釧路市、奥州市、仙台市、千葉市、新潟市、静岡市、 
豊橋市 

１１階 
小樽市、岩見沢市、秋田市、さいたま市、豊田市、津市、四日市市、

堺市、福山市、松山市、久留米市、熊本市、熊本県市長会 

１２階 
青森市、相模原市、浜松市、下関市、福岡市、宮崎市、大分市、     

鹿児島市、大阪府市長会、㈱病院新聞社 
以上、３０団体の他、３団体に賃貸した。 
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２) 会議室 

 会議室の室料稼働率は年間平均６１.１％、会議室収入は１,０２３,５１３千円

となった。 
なお、規模別の室料稼働率は次表のとおりである。 

 

規模別 会議室室料稼働率 

会議室規模 年間平均室料稼働率 

 ホール ８１.８％ 

 大会議室 ６９.９％ 

 中会議室 ６５.３％ 

 小会議室 ４５.３％ 

 

会議室の構成は、次のとおりである。 

  ３階  コスモスホール（２分割可能）、控室 

  ５階  オリオン、菊、桜、蘭、スバル、松、楓 

  ６階  601、602、603、604、605、606、607、608、609 

  ７階  701、702、703、704、705、706、707、708、709 

 

 規模別では、ホール１、大会議室１、中会議室５、小会議室１９、控室１ 

 合計２７室 

 

３） 客室 

 客室稼働率は年間平均７１.２％、客室収入は９０９,７９５千円となった。 
 なお、客室の稼働率、利用者数及び市政人と一般との比率は次表のとおりであ

る。 

 

客室稼働率及び構成比 

稼働率 利用者数 
区分（人） 

市政人/一般 

比率 

（人） 市政人 一 般 市政人 ： 一 般 

71.2％ 98,726 13,718 85,008 13.9 ： 86.1 

 

客室の構成は、次表のとおりである。 
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客室の構成 

客室種類 客室数 定 員 

シングルルーム ２３９室 ２３９人 

ツインルーム ７０室 １４０人 

デラックスツインルーム １２室 ２４人 

和  室 ４室 ８人 

ハンディキャップルーム ２室 ４人 

合  計 ３２７室 ４１５人 

 

４） 食堂 

 食堂の利用者数は、延１７１,１２４人、食堂収入は、８０８,０７９千円と  

なった。 

なお、食堂別の利用者数は、次表のとおりである。 

 

食堂の利用者数 

施設 梅 林 アイリス ラウンジ その他 合計 

人数  49,599 99,049 22,014 462 171,124 

営業 

日数 
365 365 262 － － 

 

５） 駐車場 

平成２１年度の駐車場収入は１８,１０７千円となった。 
なお、駐車場の収容台数は、機械式駐車場が１０７台、自走式平面駐車場（車

椅子対応）が１台、大型バス自走式平面駐車場が２台、合計１１０台となってい

る。 

 

都市情報事業 

１）都市情報事業 

平成２１年度も引き続き、都市情報コーナーの大型画面テレビで、各都市から

提供があった市勢に関する映像をはじめ、天気予報や時事ニュース等を毎日放映

した。 
情報発信の一環として、日本都市センターを紹介すると同時に、全国各市の情

報発信に資するため、ホームページで、「正味財産増減計算書」・「貸借対照表」・「財
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産目録」等の財務関係のデータや、寄附行為、役員名簿などを随時更新しつつ公

開した。なお、全国の市町村合併や選挙結果等を受けて情報を更新し、より新し

い情報を提供するよう努めた。 
 また、ロビー階において、館内東京事務所の情報発信に資するため、「都市ＰＲ

コーナー」を設置し、物産・観光案内や、各種イベントなどの展示を行った。 
 

２）都市職員研修事業 

① 第１１回 都市経営セミナー 
        全国の都市自治体関係者を対象に、「都市自治体の収入確保策～増収に

向けた多様な取り組み～」をテーマとして、平成２１年７月２９日に第１

１回都市経営セミナーを開催した。市長をはじめ市議会議員、都市自治体

職員等、約１５０名の都市行政関係者が参加した。詳細は、８ページ『２）

政策研究交流事業 １．第１１回都市経営セミナーの開催』を参照。 
 

② 第１１回 都市防災推進セミナー 
我が国の大規模災害、特に地震災害は備えることによって被害を最小限

に抑えることが出来ると言われてきたが、まだまだ個々の家屋など耐震が

進んでいないのが実情である。倒壊住宅が多い地域では、火災発生率が多

くなるという統計データもあり、住宅の耐震は、安全安心な地域社会形成

につながるとして「第３回 日本耐震グランプリ～耐震化推進の新たなス

テージへ～」を主題に、平成２１年１１月１６日、内閣府、総務省消防庁、

国土交通省、東京都、東京消防庁、全国市長会、ほか震災対策に関連する

学会など２０団体の後援を得、社団法人全国市有物件災害共済会、ＮＰＯ

法人東京いのちのポータルサイトと共同開催した。参加者は、全国の市長、

市議会議員、都市職員、防災関係者等、約１００名となった。 
なお、グランプリは、主催３団体共通の理念である「災害に強い地域づ 

くり」の一環として、様々な取り組みを行っている団体や個人に対し、減 
災についての研究で国内外に著名な学識者、先進的な防災の取り組みを行 
っている自治体首長、主催３団体の代表者からなる選考委員会によって厳 
正な審査が行われ、グランプリ１団体、優秀賞４団体を表彰した。 

 

３）文化交流事業 

 会館敷地内の公開空地に設けられた緑道ギャラリーにおいて、近隣住民との交

流等を図るという趣旨で、「小さな彫刻展」を開催した。 
 
 なお、これら都市情報事業に係る都市情報事業費は４,７５３千円であった。 
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Ⅱ 調 査 研 究 事 業 

調査研究事業の概要 
 平成２１年度においては、地方自治をめぐる諸状況や全国の都市自治体の政策

ニーズを踏まえ、都市自治制度及び都市運営の両分野にわたる調査研究活動を実

施した。 
 第一に、都市自治体の政策形成に資するための自主政策研究事業として、「基礎

自治体の将来像に関する調査研究」、「都市自治体行政の法的整合性確保に関する

調査研究」、「都市自治体行政の専門性確保に関する調査研究」及び「新時代の都

市税財政に関する調査研究」を実施した。 

第二に、政策研究交流事業として、都市自治体が直面する政策課題について、

独自に「都市経営セミナー」、「国のかたちとコミュニティを考える市長の会」及

び「都市政策研究交流会」を開催し、また、全国市長会などと「市長フォーラム」

及び「全国都市問題会議」を共催した。 

第三に、共同調査研究事業として、全国市長会と共同設置している「都市分権

政策センター」において、地方分権改革の推進や、分権型社会における都市自治

体経営の課題等に関する重要テーマについて、内外にわたる研究、実践事例の紹

介、情報の提供等を推進した。 

第四に、情報提供事業として、書籍の刊行又はインターネットの活用により、

全国の都市自治体等に対して、上記各事業の成果を随時伝達するほか、「分権型社

会の都市行政と組織改革に関する調査研究」及び「都市自治体の調査研究活動状

況」に関する情報提供を行った。 

 その他、財団創立５０周年記念事業の一環として、過去の調査研究実績の機能

分析を行った。 

 なお、研究事業費支出は、１１２,００１千円である。 

 

主な調査研究事業 

１）自主政策研究事業 

１．基礎自治体の将来像に関する調査研究 
① 趣旨・目的 

第２９次地方制度調査会は、今後の基礎自治体のあり方について審議したが、

当センターではこうした動向に対応して、平成２０～２１年度の２か年にわた

る自主調査研究として「基礎自治体の将来像に関する調査研究」を実施した。 

 

② 調査研究の方法 
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当センター内に「基礎自治体の将来像に関する研究会」（座長 横道清孝 政

策研究大学院大学教授・地域政策プログラムディレクター）を設置し、意見交 
換・討議を行いながら調査研究を進めた上、平成２１年９月に本調査研究の成 

果を取りまとめ、報告書『基礎自治体の将来像を考える－多様な選択の時代に 

－』を刊行した。 

 
③ 調査研究の概要 

まず、基礎自治体の将来像に関する主要課題について分析を行い、基礎自治 

体のこれからについて、包括的な見解を示した。 

次に、基礎自治体のあり方全般についての分析として、世界１１か国の地方 

政府の体系・役割分担や、平成の大合併の当事者による自己分析、都市自治体 

の意向、国の動向などについて、資料に基づき取りまとめた。 

また、基礎自治体の圏域行政のあり方についての分析として、広域行政圏の 

動向（歴史的経緯、当初設定以来４０年間の国レベル施策の変遷、圏域等の分 

布状況）、定住自立圏の動向、基礎自治体の意向などについて取りまとめ、さ 

らに、基礎自治体の広域連携のあり方についての分析として、広域連携制度の 

動向（歴史的経緯、制度概況、運営状況）や、都市自治体の意向、国の動向な 

どについて、資料に基づき取りまとめた。 

 

２．都市自治体行政の法的整合性確保に関する調査研究 
① 趣旨・目的 

近年では、自治体と法をめぐる論点として、自治体のコンプライアンスや不 
適切な事務執行の問題が注目されているが、これらは、さまざまな原因から法 
規範と現実が乖離したことによって生じた問題といえる。当センターでは、法 
規範と現実の整合性の態様を考察するため、新たに「法的整合性」という概念 
を用いて、平成２０～２１年度の２か年にわたる自主調査研究として「都市自 
治体の法的整合性の確保に関する調査研究」を実施した。 

 
② 調査研究の方法 

平成２０年４月、当センター内に「法的整合性研究会」（座長 宇賀克也 東
京大学大学院法学政治学研究科教授）を設置した。 
 本研究は２期に分けて実施し、第１期（平成２０年４月～１２月）では「法 
的整合性が問われる局面」及び「法的整合性確保の手法」について、それぞれ 
考察を行い、平成２１年３月に『法的整合性確保に向けての多面的検討』を刊 
行した。 
  第２期（平成２１年１月～９月）では、８つの重点検討項目について考察を 
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行い（後述）、その成果物として、平成２１年９月に『自治体における公正で 
透明な事務執行をめざして』を刊行した。 
 

③ 調査研究の概要 

まず、法的整合性に関する検討項目を、①法的整合性確保の理論、②公文書 
管理の適正化、③不祥事対応、④企業の取組から学ぶ、⑤公正で透明な人事行 
政の実現、⑥会計管理・行政対象暴力、⑦条例の実効性確保、⑧入札監視制度 
の導入の８つに整理し、その制度と実態について、現地調査やゲストスピーカ 
ーからのヒアリング等を通じて検討した。 

次に、都市自治体におけるコンプライアンスの現状と課題を把握することで、 
行政におけるコンプライアンス確保策の立案に寄与するデータを収集するこ

とを目的として、平成２１年５～６月に「都市自治体の法的整合性確保に関す

るアンケート調査」を実施した。 
 

３．都市自治体行政の専門性確保に関する調査研究 

① 趣旨・目的 

今日の都市自治体行政は、財政的・人員的に投入し得る資源の制約が大きく、 

また地方分権の進展により幅広い領域で住民の多様なニーズに対応する必要

があることから、その執行には高い専門性の確保が強く要請されるところであ

り、こうした動向を踏まえ、「都市自治体行政の専門性確保」をテーマとして

調査研究を行うこととした。 

 

② 調査研究の方法 

  平成２１年９月、当センター内に「都市自治体行政の専門性確保に関する研 

究会」（座長 稲継裕昭 早稲田大学大学院公共経営研究科教授）を設置し、①

研究会における意見交換、②有識者・関係機関へのヒアリング・アンケートな 

どを通じて調査研究を進めている。 

 
③ 調査研究の概要 

都市自治体行政の専門性確保策について、執行体制管理（広域連携検証・執 

行方式管理・執行組織管理）及び要員管理（職員採用管理・現員管理・キャリ 

アデザイン・研修）という区分に応じて、それぞれの手法に応じた専門性確保 

策を包括的・網羅的に検討するとともに、これに関連して、現行の地方自治制 

度・地方公務員制度の課題も指摘することとしている。 

また、行政執行の実態に即した実効性のある提言を行うため、都市自治体の 

関心が高い個別具体的な行政分野における専門性確保策の検討を行う予定で
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ある。 

調査研究の成果物としては、平成２２年３月に都市自治体人事担当課アンケ 

ート結果を取りまとめ、報告書『都市自治体行政の専門性確保に関する調べ』 

を刊行した。 

 

４．新時代の都市税財政に関する調査研究 

① 趣旨・目的 

厳しい財政状況の中で「都市自治体における財政健全化」が求められている

ため、これをテーマとし、財政指標及び会計のあり方の両面から総合的に検討 

することとした。 

 

② 調査研究の方法 

当センター内に「新時代の都市税財政に関する研究会」（委員長 宇田川璋仁  

千葉商科大学客員教授）を設置し、都市税財政の研究者及び都市自治体の職員 

等による課題報告や問題提起をもとに、意見交換・討議を行いながら調査研究 

を進めた上、平成２２年２月に本調査研究の成果を取りまとめ、報告書『都市 

自治体における財政健全化－財政指標の活用と公会計改革－』を刊行した。 

 
③ 調査研究の概要 

まず、財政健全化に向けた都市自治体の取組みに関し、「地方公共団体の財

政の健全化に関する法律」の概要を踏まえ、同法上の財政指標の分析、課題や

都市自治体における評価、活用について、都市自治体の現状や取組み等を取り

上げて検討した。また、財政健全化を推進していくための都市自治体独自の取

組み等も取り上げた。 

次に、「地方公会計改革と都市自治体における取組み」に関し、地方公会計 

改革の概要、動向を踏まえ、地方公会計改革の効果、活用について検討し、そ 

の中で多様な取組みを展開している都市自治体の先進事例を取り上げた。 

 

２）政策研究交流事業 

１．第１１回都市経営セミナーの開催 
① 概要 

全国の都市自治体関係者を対象に、「都市自治体の収入確保策～増収に向け 
た多様な取り組み～」をテーマとして、平成２１年７月２９日に第１１回都市 
経営セミナーを開催した。市長をはじめ市議会議員、都市自治体職員等、約 
１３０名の都市行政関係者が参加した。 
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② プログラム 
基調講演「グローバル経済の下、格差社会での歳入確保策」澤井勝（奈良女 

子大学名誉教授）、事例報告「狭小住戸集合住宅税（ワンルームマンション税）） 
による行政課題への挑戦」高野之夫（豊島区長）、事例報告「日本一の納付環 
境の構築～住民サービス向上への取り組み～」石津賢治（北本市長）。 
パネルディスカッション「都市自治体の収入確保策」西野万里（明治大学名 

誉教授）、中井英雄（近畿大学大学院経済学研究科長）、高野之夫（豊島区長）、 
石津賢治（北本市長）、坂井清（三重地方税管理回収機構事務局長）。 

 

２．第７回・第８回「国のかたちとコミュニティを考える市長の会」の開催 

① 概要 

都市自治体の直面する政策課題について市長・区長有志が自由闊達に議論し、 
相互の問題意識の深化と情報交流を図ること等を目的として、平成２１年７月 
３１日に第７回「国のかたちとコミュニティを考える市長の会」を、同年１１ 
月６日に第８回「国のかたちとコミュニティを考える市長の会」を開催した。 

 

② プログラム 

    第７回：「趣旨説明」細江茂光（岐阜市長）。テーマ１「基礎自治体の役割」 
の「進行役」松崎秀樹（浦安市長）、「問題提起」神野直彦（関西学院大学教授）。 
テーマ２「職員の人事課題（採用、育成、評価）」の「進行役」高野之夫（豊 

島区長）、「問題提起」井崎義治（流山市長）、菊地豊（伊豆市長）。 

    第８回：「趣旨説明」松崎秀樹（浦安市長）。テーマ１「地域医療の確保」の 

「進行役」日沖靖（いなべ市長）、「問題提起」古川雅典（多治見市長）、渡辺 

一成（南相馬市長）、テーマ２「長と議会のあり方」の「進行役」吉田友好（大 

阪狭山市長）、「問題提起」倉田薫（池田市長）、横尾俊彦（多久市長）。 

 

３．第９回市長フォーラムの共催 

  ① 概要 
全国市長会と共同して、「都市自治体の地方分権戦略」をテーマとして、平 

成２１年１１月１９日に第９回市長フォーラムを開催した。全国の市区長が多 
数参加した。 

 
② プログラム 

パネルディスカッション 青山彰久（読売新聞東京本社編集委員）、横尾俊彦 
（多久市長・内閣府地方分権改革推進委員会委員）、倉田薫（池田市長・全国 
市長会副会長）、小西砂千夫（関西学院大学大学院経済学研究科・人間福祉学 
部教授）、名和田是彦（法政大学法学部教授・総務省地域力創造に関する有識 
者会議委員）、横道清孝（政策研究大学院大学教授・地域政策プログラムディ 
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レクター）。 
 

４．第６回・第７回都市政策研究交流会の開催 

① 概要 

都市自治体の企画担当者、都市シンクタンクの研究員などが一堂に会して、 

都市が直面する課題や都市政策について情報交換、意見交換を行い、その解決 

の諸方策を議論するため、第６回を「分権時代における事務機構のあり方」を 

テーマとして平成２１年８月３日に開催し、その議論の要旨を小冊子に取りま

とめて全国の都市自治体に提供するとともに、第７回を「都市の調査研究活動 

の技法と課題」をテーマとして同年１０月３０日に開催した。 

 

② プログラム 

    第６回：基調講演「何が都市行政機構を変えたか」村松岐夫（学習院大学法 

学部教授）、事例報告１「高山市における市町村合併と事務機構改革について」 

清水雅博（高山市企画管理部総務課人事・行革グループ）、事例報告２「杉並 

区における行財政改革について」白垣学（杉並区政策経営部副参事（行政改革 

担当））、研究報告「分権型社会の都市行政と組織改革に関する調査研究をふり 

かえって」財団法人日本都市センター研究室。 
    第７回：報告「助産師活用による公設公営助産院開設の現状と課題～モデル 

事業導入から、全県下ネットワークシステム構築まで～」菊池永菜（遠野市健 
康福祉部市民医療整備室室長）、報告「くりはら田園観光都市創造のための調 
査研究」大場寿樹（栗原市産業経済部田園観光課主査）、高橋幸代（栗原市産 
業経済部田園観光課主事）、報告「アンケート調査結果からの活動実態・分析 
等の報告」財団法人日本都市センター研究室、調査研究活動や組織運営に関す 

るフリーディスカッション。 
 

５．第７１回全国都市問題会議の共催 

①概要 

   全国市長会、東京市政調査会、熊本市と共同して、「人口減少社会の都市経営 

 ―人・まち・環境 持続可能な社会への転換に向けて―」をテーマとして、平 

成２１年１０月８、９日の両日、熊本市において全国都市問題会議を開催した。 

全国各地から市長をはじめ市議会関係者、市職員等、約１，６００名の都市 

行政関係者が参加した。 

②プログラム 

   基調講演「人口減少時代の都市経営」大西隆（東京大学大学院工学系研究科 

教授）、主報告「『湧湧
わくわく

都市くまもと』～九州の真ん中！人ほほえみ 暮らしう 

るおう 集いのまち～ ―人口減少社会を見据えた都市づくり―」幸山政史（熊 

本市長）、一般報告「小布施発、『台風娘』のまちづくり」セーラ・マリ・カミ 
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ングス（株式会社桝一市村酒造場代表取締役）、「コンパクトな魅力あるまちを 

めざして―地方分権から地域分権へ―」倉田薫（池田市長）、「持続可能なコミ 

ュニティ再生の課題」上野眞也（熊本大学政策創造研究教育センター長）、パネ 

ルディスカッション［コーディネーター］卯月盛夫（早稲田大学芸術学校教授）、 

［パネリスト］波積真理（熊本学園大学商学部教授）、田中充（法政大学社会学 

部教授）、富永一夫（ＮＰＯ法人フュージョン長池理事長）、長塚幾子（伊勢原 

市長）、佐藤栄一（宇都宮市長）。 

 

３）共同調査研究事業 

平成１９年１月に全国市長会と当財団が共同設置した「都市分権政策センタ 

ー」において、以下のように調査研究を行った。 
１．都市分権政策センター 
① 趣旨・目的 

第二期地方分権改革に向けて、全国市長会及び当センターが共同設置した

「都市分権政策センター」において、真の地方分権改革を実現するため、都市  

自治体の立場を明確にしながら、さまざまな観点から地方分権に資する政策提

言を行うとともに、分権型社会における都市自治体経営の確立に向けて、都市

自治体の政策開発・立案機能の一層の充実を図ることとした。 

 

② 調査方法及び調査研究の概要 

運営委員会（共同代表 森民夫 全国市長会会長、松浦幸雄 (財)日本都市セ 

ンター理事長、西尾勝 (財)東京市政調査会理事長）を設置し、運営委員会で 

の議論により、調査研究を進めた。 

都市分権政策センターの下に、平成２０年度に引き続いて「道州制と都市自 

治体に関する検討会」を設置し、当該テーマに関する専門的な検討等を行った 

（詳細は後述）。 

また、第二期地方分権改革の推進並びに政府等関係方面における基礎自治体 

のあり方論議及び道州制導入論議への対応のため、基礎自治体の抜本的な制度 

設計研究が必要な状況を踏まえ、わが国と制度状況が類似する国における基礎 

自治体の制度・実情について包括的に把握・比較を行い、その成果は随時ホー 

ムページに掲載・公表を行った（詳細は後述）。 

なお、地方自治の時事の諸課題について、学識経験者と市長が意見交換を行 

うメーリングリスト「地方自治トピックス」を平成２０年度に引き続き開設し 

た（詳細は後述）。 

 

③ 会議 
第７回会議を平成２１年７月８日に開催し、議題は、「第２９次地方制度調 
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査会答申についての総括報告」について報告（西尾勝 (財)東京市政調査会理 

事長、第２９次地方制度調査会委員）など。 

第８回会議を平成２２年１月２７日に開催し、議題は、地域主権改革の最近 

の動向について報告（望月達史内閣府地域主権戦略室次長）及び、政権交代に 

よる地方分権の枠組みの変化を踏まえ、「都市分権政策センター」を平成２２ 

年度以降も引き続き設置することについて審議した。 

 

２．道州制と都市自治体に関する検討会(平成１９年１０月設置) 

 ① 趣旨・目的 

本検討会は、都市分権政策センター設置要綱第５条に基づいて、具体的な研 

究を実施するために設置されたものであり、内閣官房に置かれた道州制ビジョ 

ン懇談会をはじめ各方面において道州制を巡る議論が活発となっていることを踏ま

え、基礎自治体として地方分権改革を推進する観点から、「国・道州・基礎自治体の

事務配分」、「道州制下における基礎自治体のあり方」などの論点について調査研究

を行った。 

 

② 調査研究の方法 

 学識者等による検討会（座長 横道清孝 政策研究大学院大学教授・地域政策

プログラムディレクター）を設置し、検討会での議論により調査研究を進めた。 
 

③ 会議 

学識者会合を平成２１年４月７日に開催し、道州制に関する国等の動向の把 

握を行ったほか、７月８日の第７回都市分権政策センター会議において、「道 

州制をめぐる動向」について活発な意見交換が行われた。 

 

３．メーリングリスト「地方自治トピックス」（平成２０年１月開設） 
全市区長に参加を呼びかけたメーリングリスト上で、都市分権政策センター 

学識経験者委員から地方自治における時事の諸課題に関するコメントを定期的 
に掲載し、参加市区長が自由に意見交換を行った。 

 
４．基礎自治体の国別比較（平成２１年４月開始) 

① 趣旨・目的 

現在の我が国では、本格的な地方分権国家を実現するため、政府階層のあり 

方、基礎自治体のあり方が一層問われているため、平成２１年度においては、 

「基礎自治体の国別比較」事業として、また平成２２年度からは「基礎自治体 

の総合的国際比較」事業として、世界各国の政府階層、とりわけ基礎自治体の 

あり方を包括的に検討することにより、わが国にとって参考となる情報を提供 

していくこととした。 
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② 調査研究の方法 

ア．「基礎自治体比較研究項目リスト」を随時改訂する。 

イ．世界の主要国を網羅するのではなく、わが国にとって制度面で参考となる 

国を中心に研究する。 

○国別に「基礎自治体比較研究項目リスト」に対応した情報を蓄積し、学識 

者の助言も得ながら改訂する。 

○蓄積情報には、確認した事実及びその出典（文献及び取材等）を記載する。 

ウ．国別比較研究のため、その対象となる国の実態調査を行う。 

エ．研究成果は随時公表する。 

 

③ 調査研究の概要 

    国別比較事業の成果物として、機関誌『都市とガバナンス』第１２号で、「オ 

ランダにおける政府階層と地方分権改革（中）」、「国政における基礎自治体の 

意思反映方法（４か国比較）」、第１３号で、「オランダにおける政府階層と地 

方分権改革（下）」、「ベルギーの政府階層―連邦化とコミューン―（上）」を掲 

載した。 

また、ホームページ上に、「各国の地方政府の体系」、「各国の地方政府の役 

割分担」、「各国の中央政府と地方政府の財政規模」、「各国の税制」、「各国の財 

政調整制度」、「国政における基礎自治体の意思反映の方法；立法府ルート（地 

方に影響を与える立法の取扱い）」、「国政における基礎自治体の意思反映の方 

法；行政府ルート及び争訟（地方に影響を与える施策の取扱い）」を掲載した。 

 

４）情報提供事業 

１．分権型社会の都市行政と組織改革に関する調査研究について 

  情報提供事業として、平成１９年に実施したアンケート調査データを用いて、 

 次の２点について分析を行った。 

① 事務機構のあり方に関する各主体の影響力分析 

② 都市行政の横断的改革に関する推進要因分析 

分析結果は、機関誌『都市とガバナンス』に掲載するとともに、当センター 

ホームページ上での公表を行った。 

２．都市自治体の調査研究活動状況について 

  都市自治体が行っている政策形成や課題解決に寄与することを目的とした調 
査研究についてアンケート調査を行い、「平成２０年度 都市自治体の調査研究

一覧」としてまとめ、ホームページ上で情報提供した。 
  また、都市自治体の政策形成活動の先駆的取り組みである各都市シンクタン 
ク等の活動内容を「都市シンクタンクカルテ」としてまとめ、ホームページ上 
で情報提供した。 
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３．出版・広報、情報提供等について 

自主調査研究の成果及び政策研究交流の内容を刊行物に取りまとめ、出版す 
るとともに全国の都市自治体等へ配付した。 
また、機関誌『都市とガバナンス』第１２号を平成２１年９月、第１３号を 

平成２２年３月にそれぞれ刊行し、全国の都市自治体等への提供により、当セ 
ンターにおける調査研究活動を広く周知した。 

併せて、ホームページやメーリングリストを活用して随時、当センターの調 
査研究活動に関する情報や刊行物に納めきれない事業成果を情報提供した。 

 

５）その他 

１．調査研究実績の機能分析 

平成２１年２月に財団創立５０周年を迎えたことから、過去の調査研究実績 

 の全貌を概観しつつ時代ごとの特色を把握することにより、調査研究機関とし 

 ての実績を再認識し、その成果を「日本都市センター五十年史」の「研究編」 

に反映させた。 

 
２．研究アドバイザーによる助言と意見交換 

当センターの調査研究活動に関し研究アドバイザー会議を開催し、豊富な知 

識を有する学識経験者から専門的知見を踏まえた助言を得た。 
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Ⅲ 収 支 の 状 況 
会館管理運営事業については、平成１５年３月に社団法人全国市有物件災害共

災会、株式会社ロイヤルホテル、株式会社東京ロイヤルホテルと当財団との間で

締結した「日本都市センター会館の経営管理基本契約」、平成１９年３月に社団法

人全国市有物件災害共災会と当財団との間で締結した「日本都市センター会館管

理運営契約」及び株式会社東京ロイヤルホテルと当財団との間で締結した「日本

都市センター会館会議室、宿泊、飲食施設等管理運営実施契約」に基づき事業を

執行した。 
平成２１年度における主な事業活動収入は次のとおりである。 
基本財産運用収入は３,２２７千円で、これは、基本財産１００,０００千円の運

用に係る受取利息収入で、予算額に比較して１,０６７千円（４９.４％）増加した。 
受託料収入は１９１,５７３千円で、これは、社団法人全国市有物件災害共済会

から受け入れた会館管理受託料収入で、予算額に比較して１１ ,９９６千円 
（５.９％）減少した。 
会館収入は２,９４２,８９０千円で、予算額に比較して２７１,５７９千円 

（８.４％）減少した。この内訳は、貸室収入が１８３,３９６千円で、予算額に比

較して６,９４６千円（３.９％）増加、会議室収入は１,０２３,５１３千円で、予

算額に比較して８８,４８６千円（８.０％）減少、客室収入は９０９,７９５千円で、

予算額に比較して１３７,４０４千円（１３.１％）減少、食堂収入が８０８,０７９

千円で、予算額に比較して５１,２４０千円（６.０％）減少、駐車場収入は 
１８,１０７千円で、予算額に比較して１,３９２千円（７.１％）減少した。 
 調査研究収入は１３２ ,７５６千円で、予算額に比較して１ ,４７３千円 
（１.１％）減少した。この内訳は、受託調査収入が０千円で、予算額に比較して

１,０００千円減少、補助金収入は１,８８０千円で、予算額に比較して１１９千円

（６.０％）減少、社団法人全国市有物件災害共済会から受け入れた調査研究事業

助成金収入は１２０,０００千円で、予算額と同額、全国市長会から受け入れた調

査研究事業負担金収入は１０,０００千円で、予算額と同額、雑収入が８７５千円

で、予算額に比較して３５４千円（２８.８％）減少した。 
 負担金収入は３７５ ,７９６千円で、予算額に比較して３４ ,８０３千円 
（８.５％）減少した。この内訳は、共益費収入が２８３,３０５千円、電気料戻収

入が４２ ,２５４千円、水道料戻収入が３７ ,８３０千円、その他戻収入が 
１２,４０６千円であった。 
 これに対する主な事業活動支出は、会議費支出が３,３７２千円で、予算額に比

較して４,９６７千円（５９.６％）減少した。 
管理費支出は１２５ ,９２８千円で、予算額に比較して２８ ,７０１千円 

（１８.６％）減少した。この内訳は、人件費支出が９４,５２６千円、物件費支出

が３１,４０２千円であった。 
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会館運営費支出は３７５,７９６千円で、予算額に比較して４６,８０３千円 
（１１.１％）減少した。 
都市情報事業費支出は４ ,７５３千円で、予算額に比較して４,４６６千円 

（４８.４％）減少した。 
 研究事業費支出は１１２,００１千円で、予算額に比較して２１,０９８千円 
（１５.９％）減少した。この内訳は、人件費支出が６２,２８９千円、管理諸費支

出が３,９３７千円、自主調査研究の事業費支出が４５,７７５千円、受託調査研究

の事業費支出が０千円であった。 
 委託料支出は１,９７５,３６７千円で、予算額に比較して９２,２８０千円 
（４.５％）減少した。このうち、ホテル食堂等委託料支出１,８９９,１６０千円と

ホテル食堂等業務報酬支出５７,３７８千円は、契約により株式会社東京ロイヤル

ホテルに支出し、駐車場等委託料支出は１８,８２９千円であった。 
 会館収益金支出は９６７,５２３千円で、予算額に比較して１７９,２９８千円 
（１５.６％）減少した。これは、会館収入から委託料支出を差し引いた会館収益

納付額で、契約により社団法人全国市有物件災害共済会に支出した。 
 租税公課支出は１,３５８千円で、これは、消費税及び償却資産税で、予算額に

比較して１,０４１千円（４３.４％）減少した。 
法人税等支出は２,６２９千円で、これは、法人税、住民税及び事業税で、予算

額に比較して１５,４７０千円（８５.５％）減少した。 
 退職給付支出は５５ ,３２６千円で、予算額に比較して３４ ,６７３千円 
（３８.５％）減少した。 
  事業活動収支差額は、３８,５２４千円で、予算額に比較して△１２５,６５３ 
千円（１４４.２％）増加した。 
 次に、投資活動収入は、５５,９２６千円で、これは、退職給付引当資産取崩収

入及び職員貸付金返還収入で、予算額に比較して３４,６９５千円（３８.３％）減

少した。 
 これに対する投資活動支出は、１０７,２５３千円で、これは、退職給付引当資

産取得支出及び投資有価証券取得支出で、予算額に比較して１２１,７４８千円 
（５３.２％）減少した。 
 投資活動収支差額は、△５１,３２７千円で、予算額に比較して８７,０５２千円

（６２.９％）マイナスが減少した。 
財務活動収支は該当がなかった。 
この結果、当期収入合計３ , ７２３ , ６０７千円から当期支出合計 

３,７３６,４１０千円を差し引いた当期収支差額は、△１２,８０２千円になり、前

期繰越収支差額７９５ , ４５７千円を加えた次期繰越収支差額は、 
７８２,６５５千円となった。 
 以上、報告する。 


